
大田原市下水道事業 経営戦略改定【概要版】

① 公営企業会計の適用に係る要件化に対応し、公営企業会計の導入をしたことにより投資財政計画
の見直しを行います。

当初計画の平成３１年度から令和１０年度（１０年間）から
令和３年度から令和１２年度まで（１０年間）に変更

計画期間

要件の項目

○令和２年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、経費回収率の向上に向けたロードマップを策定のう

え、ホームページに掲載し、その業績目標を達成することとし、国土交通省に報告することになりました。

○令和７年度以降、使用料単価が１５０円/㎥未満であり、かつ経費回収率が８０％未満であり、かつ１５

年以上使用料改定行っていない場合は重点配分の対象外とすることも明記されました。

※Ｈ３０実績参考 本市の状況 １２５円/㎥

経費回収率 公共下水道１００％ 特定環境保全公共下水道事業８６．１５％

使用料の改定 Ｈ２７年度

※一般会計からの繰入金に頼らず、使用料収入で賄うべき経費に見合うような使用料に改定すること

が求められています。

改定に至った要因
社会資本整備総合交付金交付要綱の改正に伴い、公営企業会計の適用に係る要件化と使用料改定
の必要性の検討に係る要件化が追加され、それらに対応するために改定を行うものです。

大田原市下水道経営戦略については、官庁会計による投資財政計画を踏まえたものでありましたが、

令和２年度から地方公営企業法の全部を適用し、発生主義を原則とする公営企業会計に移行したこと

に伴い投資財政計画の見直しを行うことといたしました。

公営企業会計の導入により、【財政の状況】と【経営の成績】が明らかになり、適切に使用料の水準を

設定することが可能となります。

② 使用料改定の必要性の検討に係る要件化に対応するため、経費回収率の向上に向けたロードマッ

プを記載しました。
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計画期間中の企業債残高の推移（Ｒ３～Ｒ１２）

残高総計

公共

特環

特地

農集

百万

計画期間中約91億から約53億
へ約４割減少の見込み
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計画期間中の全体事業費 約269億円（Ｒ３～Ｒ１２）

建設改良費

元利償還金

維持管理費

減価償却費

40.0億円
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計画期間中の一般会計からの繰入金等（Ｒ３～Ｒ１２）

農集

特地

特環

公共

繰入金合計

基準外繰入計

万円

計画期間中約8億円から約6億
4千5百万に約3割減少の見込み


